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裾野市監査委員制度の充実に係る提言について 

 

監査を行うために地方自治法に基づいて設置されている独任性の機関である監査

委員は、人格が高潔で、地方公共団体の財務管理や事業の経営管理、その他の行政

運営に関して優れた識見を有する者及び議員のうちから議会の同意を得て長が選任

している。監査委員制度発足当初、その職務権限は、定期監査、決算審査、例月出

納検査及び住民監査請求に基づく監査に当たるものに留まっていたものの、地方公

共団体の事務事業が複雑になるに従って、監査委員のチェック機能の充実強化が求

められるようになり、地方自治法における改正が数回行われ現在に至っている。こ

の改正の中で２０１７年には、議員選出監査委員制度について、必置から各自治体

の選択制へと移行しており、監査の専門性向上や独立性の確保、議会による監視機

能への特化等を理由に、議会以外から選任できることを選択する自治体がある。 

当市において、年々複雑化する行政事務事業の傾向に対し、監査の専門性をさらに

高める必要があること、及び議会の監視機能及び政策立案機能を高めることが必要

であるとの考えから、下記のとおり提言する。 

 

記 

 

将来的な「議員選出監査委員（議選）の廃止」および「識見監査委員 2 名体制へ

の移行（地方自治法第 196 条第 1 項ただし書きの適用）」に向けて、次の具体的な

制度研究・検討に着手すること 

（ア）制度改正に向けた研究の速やかな開始 

次期の議選監査委員の任期中に、執行部において、議員以外から選任（識見監査委

員 2 名体制）できるようにするための条例改正手続き、運用スキーム、および他自

治体の先進事例の調査・研究を開始すること。 

（イ）非常勤運用の可能性についての調査 

専門家（税理士、公認会計士、行政実務経験者等）を「非常勤の識見監査委員（個

人）」として個別に委任する手法について、報酬面や勤務形態を含めたシミュレー

ションを実施すること。 

（ウ）調査・検討結果の議会との共有 

上記（ア）及び（イ）の調査・研究内容は、前段記載の議会の監視機能及び政策立

案機能を高めるべく不断に議論し続ける議会改革の参考とするため、令和１０年６

月末までに、調査研究結果報告あるいは中間報告として、議会と共有すること。 


